
印刷後のお手続き　（住所変更届）

ひめぎんアプリまたはインターネットバンキングからも住所変更が可能です！

住所変更届(P3)の記入例を参考に必要事項を記入し、お届印を押捺してください。
（お届印未登録の場合はお届印の押捺は不要です。）

封筒(P2)を組み立て、住所変更届を封入し、投函してください。
（お届印未登録の場合は本人確認資料を同封してください。)

手順１

手順２

〈令和 6 年 10 月1日現在〉

必ずお読みください

・郵送でのお申込みは、個人のお客さまに限らせていただきます。
   法人のお客さまについては、お取引店の窓口でお手続きください。

・「住所変更届」は白紙 A4 サイズに限らせていただきます。
・誤りがある場合は訂正・削除箇所を二重線で消し、訂正印 ( お届印 ) をご捺印ください。

・「有担保ローン（住宅ローン等）」「事業性融資」「投資信託」「当座預金」のご契約のある方、または
　「マル優・マル特・マル財」を申告されている方はご利用いただけません。お取引店の窓口でお手
　続きください

〈修正記入例〉 1234560
0123456

※1.お届印未登録の場合(ひめぎんアプリ、ＷＥＢで口座開設された方)は本人確認資料　 　が必要です。

〇封筒(P2)　〇住所変更届(P3)　〇お届印必要なもの
※1

（※2）

お届印未登録の場合(ひめぎんアプリ、ＷＥＢで口座開設された方)は本人確認資料が必要です。
以下３つのうちいずれか 1 つコピーしたものを同封してください。

運転免許証
または
運転経歴証明書

マイナンバー
(個人番号)カード

※運転経歴証明書は 2021年4月1日以降発行のものに限ります。
両面

※表面右上の番号が鮮明に写っているものをご用意ください。
※在留カードをお持ちの方は、パスポートのコピーをご用意ください。
　→在留カードとパスポートの組み合わせで 1つの本人確認資料となります。
（注）外国人登録証明書は、一定期間在留カード・特別永住者証明書とみなされます。

両面

※通知カードは受付できません。
※住所変更では個人番号の取得はいたしません。
※本籍、住民票コード、マイナンバー ( 個人番号 ) は写らないようにしてください。

片面

在留カード
または
特別永住者証明書
または
外国人登録証明書（注）

本人確認資料について（※2）

インターネットバンキング
について詳しくはこちら

ひめぎんアプリについて
詳しくはこちら



2247

2026年
9月30日まで

【作り方】
のりしろ①②③にのりをつけて、

最後にこの面が上になるように貼り付けてください前
名
お

以下の封筒を切り取ってお使いください。

790-8790

日本郵便株式会社
松山中央郵便局私書箱77号

株式会社 愛媛銀行
お客様サービス部
メールオーダー係　行

のりしろ①

のりしろ③

のりしろ②

山折り

山折り



JCBデビットをご利用いただいている方は「○」を
付けてください。

異なる場合のみご記入ください。

右ページ

右ページ
私は、税務上の居住地国は日本のみであることを表明したうえ、
以下の通り住所変更の届出をいたします。

 JCBデビットまたは　　　　   JCBカード［asita］
をご利用いただいている方は「○」印をご記入ください。

6

口座開設店が複数ある場合は、それぞれの口座開設店ごとに変更届をご
記入のうえ、お送りください。

　ＦＡＴＣＡ（ファトカ）とは、米国の税法である外国口座税務コンプライアンス法
（Foreign Account Tax Compliance Act）の略称です。FATCAは、米国の納税義
務のある方が、海外（米国以外）の金融機関の口座を利用して米国の税金を逃れることを
防止するために制定されました。
　FATCAは米国以外の金融機関も影響を受けるため、日米当局はFATCAが日本の
国内法に抵触することなく円滑に実施されるよう相互に協力する声明（*1）を発表しまし
た。FATCAおよび声明のなかでは日本国内の金融機関が実施すべき手続き（以下
「FATCA確認」といいます）が示されています。
　FATCA確認では、預金口座を初めて開設する際や米国への転居をされる際、お届け
いただいている現住所が米国国内である場所等に米国の納税義務者等（米国人等）であ
るかを確認するため、FATCAに関するご質問をさせていただく場合、書面等によりお客
さまご自身にご申告いただく場合や、必要書類のご提示またはご提出をいただく場合が
あります。その結果、米国人等に該当する場合、お客さまの同意のもとに米国税務当局に
預金口座情報等を報告させていただきます。
　ご理解、ご協力のほどよろしくお願い申しあげます。
（*1）正式には、「国際的な税務コンプライアンスの向上及びFATCA実施の円滑化のための米国財務省と日本当局の
　間の相互協力及び理解に関する声明」といいます。

●下記の場合はお受け付けできませんので、新しい用紙を使用してください。

●ご記入事項を訂正される場合は、該当箇所すべてに必ず訂正印をご
捺印ください。

アパート、棟号、室番、電話番号なども正確くご記入ください。

、電話番号、携帯番号なども正確

6

「外国口座税務コンプライアンス法（ＦＡＴＣＡ）」のご案内

■ＦＡＴＣＡ（ファトカ）とは？

　米国人等に該当する場合、お客さまや株主さまのお名前、ご住所、口座番号、納税者番号、
口座残高、利息等を定期的に米国税務当局へ報告することが金融機関に求められています。
　そのため、報告対象となるお客さまや株主さまから情報開示に関する同意書をご提出い
ただいたうえで、米国税務当局へ報告いたします。

■米国税務当局への報告について

　FATCA確認にご協力いただけない場合、その銀行で新規口座の開設をご希望のお客
さま（*2）は、日米当局間声明の趣旨を踏まえ、口座を開設することができません（*3）。
　また、すでに口座をお持ちのお客さまは、追加の口座開設については銀行によりお取扱
いが異なる場合がありますが、すでにお持ちの口座はそのままご利用いただけます（*3）。
ただし、日米租税条約にもとづき、お客さまの口座情報等は国税庁経由で米国税務当局
に提供される可能性があります。
（*2）口座開設お申し出の時点で、その銀行に口座をお持ちでないお客さまです。
（*3）銀行によっては、ご協力の有無によらず、非居住者のお客さまは口座を開設できないケースや、す
でに開設された口座について非居住者のお客さまであることが分かった場合には口座を閉鎖していた
だくケースがあります。
※FATCAに関する税務上のお取扱いがご不明な場合には、弁護士、税理士等の専門家に必ずご確認
ください。

■FATCA確認にご協力いただけない場合

■「米国人等」に該当する個人のお客さま（米国税務当局への報告対象となるお客さま）
※いずれかに該当する場合、報告対象となります。

米国市民（米国籍をお持ちの方）

グリーンカード保有者（米国の永住権をお持ちの方）

一般的に、米国での滞在日数に関して、
右記の条件を満たす場合、米国税務上、
米国に居住しているとみなされます。

●当年の滞在日数が31日以上かつ
●以下の合計が183日以上
　「当年の滞在日数」「前年の滞在日数の3分の1」
　「前々年の滞在日数の6分の1」

米国に居住している方

1

2

3

【ご注意】米国で出生されたお客さま
　米国で出生された方は、現在の居住地に関わらず米国納税義務が生じる可能性があるため、
所定の書類のご提出をお願いしております。
　なお、現在米国籍をお持ちの方で、将来米国籍を放棄する場合には、米国の放棄後に所定の
お手続きが必要ですので、お取引銀行にご連絡ください。

6

詳しくはこちら

インターネット上でお手続き
以下のお取引は

ができます！
各社ホームページ（オンライン口座振替）より
お申し込みください。
● 四国電力
● ＮＨＫ
● ＮＴＴコミュニケーションズ
● ＮＴＴドコモ
● ＫＤＤＩ （2019年7月1日現在）

スマホからも住所変更ができます！
（ひめぎんアプリ）

ご記入ください。
アパート、棟号、室番、


